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港   湾   局 

 

第１ 審 査 の 概 要 

  １  審査の対象 

  （１）一般会計 

  （２）財  産 

 

  ２  実地審査場所 

      港 湾 局 

 

  ３  審査の方法 

      知事から提出された歳入歳出決算書、歳入歳出決算事項別明細書、実質収支に関する調書及び

  財産に関する調書について、港湾局執行分を審査した。 

   審査に当たっては、 

  （１）決算計数は、正確であるか 

  （２）予算の執行は、適正かつ効率的になされているか 

  （３）財産の取得、管理、処分は、適正に処理されているか 

  などに主眼を置き、決算書等及び証拠書類の照合等を行うとともに、関係部局から決算について

  の説明を聴取するなどの方法により審査を実施した。 

 

第２ 審 査 の 結 果 

 １ 決算計数について 

      審査に付された一般会計の歳入歳出決算書、歳入歳出決算事項別明細書、実質収支に関する調

書の計数は、誤りのないものと認められる。 

   なお、財産に関する調書の計数については、次のとおり、その一部に誤りが認められた。 

 （１）財産管理 

   ア 公有財産について 

   ＜建 物＞ 

   （ア）建物１７．２７ｍ２（有明テニスの森海浜公園便所)が登載漏れとなっている。 

  

 ２ 事業執行等について 

   特に意見を付する事項はない。 
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第３ 決 算 の 概 要 

 １ 歳入歳出決算の状況 

 （１）一般会計 

   ア 歳 入                            （単位：千円、％） 

科 目（款） 予 算 現 額 収 入 済 額 比較増（△）減額  収入率 

分担金及負担金         1,382,494        1,347,701  △        34,792 97.5 

使用料及手数料        2,853,978        2,641,016 △       212,961 92.5 

国 庫 支 出 金    26,140,204 20,353,536 △     5,786,668 77.9 

財 産 収 入 2,061,252          211,274 △     1,849,977 10.2 

繰  入   金    2,859,013        2,452,453 △       406,559 85.8 

諸  収   入        10,240,675        9,973,671 △       267,003 97.4 

計    45,537,616 36,979,653 △     8,557,962 81.2 

 

    歳入は、第６款分担金及負担金ほか５款であり、予算現額４５５億３，７６１万余円、収入

   済額３６９億７，９６５万余円、比較減額８５億５，７９６万余円、収入率８１．２％である。 

    歳入の主な内容は、 

・使用料及手数料のうち、港湾設備等の港湾使用料         ２６億４，０９６万余円 

・国庫支出金のうち、地方港湾整備費等の港湾費国庫補助金    １０５億１，８００万余円 

・諸収入のうち、財団法人東京港埠頭公社に対する港湾費貸付金元利収入 

    ８６億２，０８９万余円 

である。 

 なお、第９款財産収入の収入率（１０．２％）が低調となった理由は、不動産売払収入の実

績減によるものである。 

        また、第７款使用料及手数料（項：使用料）において、不納欠損額（５４９万余円）及び収

入未済額（２，８３６万余円）、第１２款諸収入（項：延滞金及加算金、項：雑入）において、

不納欠損額（３，９６１万余円）及び収入未済額（３,２４４万余円）が生じている。 

 

     イ  歳 出                            （単位：千円、％） 

科 目（款） 予 算 現 額 支 出 済 額 翌年度繰越額 不 用 額 執 行 率 

港 湾 費 78,096,604   63,753,952 7,244,351 7,098,300  81.6 

諸 支 出 金       7,737        7,394             0        342      95.6 

計 78,104,341 63,761,346   7,244,351 7,098,643  81.6 

 

    歳出は、第１２款港湾費及び第１８款諸支出金の２款で４項２０目に区分し執行しており、

   予算現額７８１億４３４万余円、支出済額６３７億６，１３４万余円、翌年度繰越額７２億４，
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   ４３５万余円、不用額７０億９，８６４万余円、執行率８１．６％である。 

     

    主な執行内容は、 

      ・東京港の建設整備に要したもの 

     （項）東京港整備費   （目）港湾整備費         １００億６，７８０万余円 

      ・廃棄物処理場の建設整備に要したもの 

     （項）東京港整備費   （目）東京港廃棄物処理場建設費  １２７億９，２５６万余円 

   ・海岸保全施設の建設整備に要したもの 

     （項）東京港整備費   （目）海岸保全施設建設費       ７９億６，２７０万余円 

      ・伊豆諸島等の港湾整備に要したもの 

     （項）島しょ等港湾整備費（目）港湾整備費           ７２億４，８９９万余円 

   ・伊豆諸島等の漁港の建設整備に要したもの 

     （項）島しょ等港湾整備費（目）漁港整備費           ５３億７，２１２万余円 

   である。 

        翌年度繰越額は、繰越明許費７２億４，４３５万余円で、主な内容は、島しょ港湾整備に係

る３３億１，２８８万余円及び東京港港湾整備に係る１５億５,５６０万円である。 

 

  ２  財産の管理状況 

     ア 財 産 

区   分 平成１５年度末現在高 平成１４年度末現在高 増（△）減 

１ 公有財産 

     土      地 

     建      物 

     動産（船   舶）

 

         （浮   標）

         （浮 桟橋）

     有 価 証 券 

 

     出資による権利 

２ 物  品 

３ 債  権 

    6,973,575.08 ｍ２ 

       222,456.23 ｍ２ 

       １８隻 

  (4,164.41総トン) 

             ６４個 

           ５８４個 

株券 

  38,342,416,500 円 

   6,441,400,000 円 

           ３０１点 

  43,150,715,575 円 

    5,277,015.94 ｍ２ 

       170,819.87 ｍ２ 

       １８隻 

  (4,164.41総トン) 

             ２３個 

           ５８３個 

株券 

  37,829,416,500 円 

   6,441,400,000 円 

           ２６３点 

  49,789,636,702 円 

    1,696,559.14 ｍ２

       51,636.36 ｍ２

          ０隻 

  

            ４１個 

             １個 

 

    513,000,000 円 

               ０円 

         ３８点 

△ 6,638,921,127 円 

 

          港湾局で所管している財産は上表のとおりであり、その主な増減事由は 
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          ・土地の増加は、海上公園敷地（１７０万２９７．３１ｍ２）の臨海地域開発事業会計から

の所管替えによるもの 

       ・建物の増加は、海上公園施設（５万２，３３７．０５ｍ２）の臨海地域開発事業会計か

らの所管替えによるもの 

   ・有価証券（株券）の増加は、株式会社ゆりかもめに対する出資によるもの 

   ・債権の減少は、財団法人東京港埠頭公社に対する貸付金の減少（６６億２，５４７万余

円）によるもの 

         である。  

 

      イ  債権のうち貸付金の年度末残高                                   （単位：千円） 

貸付金の種類（名称） 平成１５年度末残高 滞納（収入未済）額 

 東 京港埠頭公社貸付 金        ４３，０８２，１６４                ０ 

 

 

 

 


